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第 3 章 海外における入札戦略研究の経緯と状況 
 
 
 
１． 欧米の入札戦略研究の経緯 

入札戦略に関する研究は欧米では歴史もあり、多様な領域の研究実績があり、工

学的分野においての取り組みも多い。この領域の研究論文の発表の場としてよく知

られているのは、国際的な建築分野の研究組織である CIB（Conseil International du 
Bâtiment）の W-55 (Building Economics)や W-65 (Organization and Management of 
Construction)等の他、英国のレディング大学（University of Reading）が中心となって

編集している Construction Management and Economics、米国では ASCE (American 
Society of Civil Engineering)の雑誌（ASCE Journal of Construction Engineering and 
Management; ASCE Journal of Construction Division）等である。その他海外において

は、経済学やオペレーションズ・リサーチ（OR）等の分野でも入札戦略に関する研

究は昔から比較的多く行われている。  
競争的な入札戦略について初めて定式的に論じたのは、当時米国のケース工科大

学（Case Institute of Technology）で OR を研究していた Laurence Friedman [1956] １）

の“A competitive bidding strategy”  Operations Research , No.4, pp.104-112 であろう。

これは競争的入札戦略モデル（ competitive bidding strategy model）の原型を示すもの

であり、その後のこの種の研究において広く引用されることとなった文献である。

米国 MIT の Richard de Neufville[1991] ２）によれば、この Friedman 論文に代表される、

入札者の入札期待値を最大にする戦略を論じるモデルを第一期として、その後、競

争 者 同 士 の 中 で の 落 札 可 能 性 を そ れ と は 異 な っ た 方 法 で 計 算 す る モ デ ル

（Gates[1967] ３）等）、利益を扱うのではなくコストを確率的な変数として扱うモデ

ル（Carr[1982, 1983]等４）５）６））といった発展があった。さらに、これら金銭的な期

待価値を最大にするモデル（ expected monetary value models）とは別のアプローチと

して、入札者の効用概念を取り入れたモデル（ expected utility model）が考えられた

（Willenbrock [1973] ７）, de Neufville et al. [1977] ８）,  Ibbs and Crandall [1982] ９） 等）。

これにより競合する入札者の数のみでなく、複雑な入札プロセスの力学を論じるこ

とができるようになった。これらの研究では、請負業者自身の効用に影響を及ぼす

入札時の要因に関する調査等、理論だけでなく実証的な検討も行われている。  
 

表－3－１ 初期における入札プロセスモデルの説明  
 建設プロジェクトにおける競争的かつ非共謀な入札プロセスのモデルの核心

（コア）は、次の 3 つの観察に基づく：  
1. 入札はリスクがあるプロセスであり、その見込み利益は期待値（ expected 

value）という用語で呼ばれるべきもの。  
2. 入札者の期待値は、入札に勝つ確率、及び入札値と実際のプロジェクトのコ

ストの違い（すなわちマークアップ率）の両方に依存する。  
3. プロセスにとって主要なこの２つのパラメーター（勝つ確率とマークアップ

率）は相互依存である：すなわち、マークアップ率が高いほど、勝つ確率は

低くなる。  
 ステレオタイプな入札プロセスモデルは、入札者の視点からの最適戦略に焦点

を当てている。すなわち、各入札者は入札プロセスにおける最大の期待値（EV）

を求めるが、それは期待される利益すなわちマークアップ率（Ｍ）と、そして、

そのマークアップ率における入札に勝つ確率（P(M)）との関数である。これは次

式で表される。  
 maximize: EV[P(M),M] 

 
（注）  Richard  de  Neufvil le ,  and  Daniel  King[1991]  p.600 の記述。 Friedman  [1956]   論文等を念頭に置い

た説明部分の和訳。  
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また、経済学分野でも、ゲーム理論を適用して建設談合による超過利得の試算を

行った McMillan [1991] 10）等の研究や、研究室の中で入札談合についての実験を行っ

た Artale[1997] 11）、宇根・西條 [1995] 12）等の実験経済学分野の研究など、理論的に

も実証的にも数多くの取り組みがある。  
さらに、米国の AASHTO（米国全州道路交通運輸行政官協会）では、コンピュー

タによる入札分析運用システム BAMS：Bid Analysis and Management System（BAMS）
を 1985 年より利用している。これは AASHTO が 1985 年に建設契約マネジメントと

意思決定支援によるコスト効率性の改善のために導入したコンピュータシステムで

あ り 、 Info Tech, Inc. (ITI) が 1982 年 か ら つ く り 始 め た も の で あ る （ James F. 
Daughtry[1986] 13 ））。 そ の モ デ ュ ー ル の 一 つ で あ る 意 思 決 定 サ ポ ー ト シ ス テ ム

（BAMS/DSS）は、建設会社の受注の地域的な偏在チェックや発注側の積算の妥当性、

さらには談合などの入札監視のために、詳細なデータ収集と分析が可能なものであ

る。  
要するに、欧米では学術的にも実務的にも、入札の競争戦略という分野なり問題

については、比較的オープンな議論が行われていることとなろう。翻って日本のこ

とを考えると、近代の歴史的な積み重ねの中ではそのような欧米の方向とは逆に、

どちらかというと研究対象として取り上げられ難かった分野だったといえよう。こ

の点について古川修 [1994] 14）は、1994 年 1 月から（財）建築コスト管理システム研

究所の季刊誌上で連載がされた「入札あれこれ」の初回において、日本ではこのよ

うな分野についての研究論文を見たこともないと述べた上で、「そこでこれが単なる

情報不足か、日本の入札には競争がないか、実際の入札はもっと複雑でこうした算

術の入る余地はないか等々、仮説は様々に立てられる」と皮肉を込め指摘している。  
 

２． 近年の研究動向（２つのレビュー論文から） 
前出の英国 CME 誌（Construction Management and Economics）に近年この研究分野

に関するレビュー論文が掲載された。その論文は G. Runeson and M. Skitmore [1999] 15）

と S. Laryea and W. Hughes[2008] 16）である。以下ではこれらに拠りながら海外での

研究動向にふれたい。  
前者の「入札理論再考」と題された Runeson and Skitmore [1999]論文は、1956 年の

Friedman 論文から 40 年過ぎたことに触れ、これがこの分野への研究の関心を高め、

建築経済学では主要な研究分野のひとつとなった功績をまず称えている。その後、

米国の実務家出身の Gates[1967]論文が、1 回の入札における効用最大化という単純

な最適戦略を論じた Friedman[1956]に対して、「シンプルな意思決定モデルを持ち出

し、それを建設プロジェクトの価格付けのための経済理論にまで再公式化した」と

評している。その後の Carr[1982]等による展開を踏まえて記述している。他方で、経

済学のゲーム理論やオークション理論等における研究的発展との対比の中で、比較

的に工学的アプローチによる入札理論研究が低迷していると結論づけている。同論

文のまとめは次の通りである。  
 
「われわれは、Gates の入札戦略に基づいた暗示的な理論の立証と評価を試みてき

た。この評価の目的は、入札理論が見通しの正確さや教育的な満足に関してよく

機能するものではないこと、また、特に利益最大化の行動に関して、論理的に首

尾一貫がないことを確認することであった。結論としては、ゲーム理論と意思決

定理論とオークション理論の間で不安定なものに陥ってしまっては、その戦略と

いうものはしっかりした理論的枠組みに基づくものではないことである。このこ

とは、なぜ実際に役立つものが少ないのか、なぜ在来の経済学に比べて方法論に

おいてめざましい発展がないのか、ということを説明してくれる。したがって、

われわれは、入札に関する今後の研究は、適切な理論的枠組みを開発することに

集中するべきであろうと考える。特に、未来の理論においては市場条件を取り入

れる必要があることを、この研究では示したと考えられる。」（Runeson and Skitmore 
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[1999]p.294 の Summary and conclusions の仮訳）  
 
後者の Laryea and Hughes[2008]論文は、コントラクターが入札のリスクを如何に勘

案して価格を決めているかという問題を論じたものだが、比較的詳細に既往論文の

サーベイがされている。それによるとこの種の論文は大きく２つ、分析的アプロー

チ（Analytical approach）論文と経験的スタディ（Empirical studies）論文とに分かれ

るとしている。  
分析的論文は、伝統的（ classical）か、概念的（ conceptual）かという区分が可能

であり、前者は、伝統的なモデリング技術によるもので、例えば、確率論やモンテ

カルロ・シミュレーション等の方法によるもの、また、後者の概念的とは、最近登

場してきたもので、ファジー・セット（ fuzzy sets）やニューラル・ネットワーク（neural 
networks）等の方法によるものである。ただし、 1990 年以後の論文だけでも大半は

前者によるものが占めており、この研究分野の理論的な発展は限定的だと評価して

いる。  
また、経験的方法による論文は、具体的にはアンケート形式によるもの、ヒアリ

ング形式によるもの等である。こちらは比較的新しい方法であるといえる。Laryea 
and Hughes[2008]論文の付録（ appendix）にある論文一覧から、これらの手法分類の

例示を表－３－２にまとめた。なお、次頁以後の表－３－３にはこの論文で精査し

たと思われる両タイプの論文リスト一覧を付した。  
 
表－３－２ 入札リスクに関する論文の手法分類例（Laryea and Hughes[2008]）  

分析的アプローチ論文  
（Analytical approach）  

経験的スタディ論文  
（Empirical studies）  

伝統的  
（ classical）  

・ Probability theory 
・ Monte Carlo 
・ Utili ty theory 
・ Utili ty curves 
・ RADR 
・ Simulation 
・ Logistic regression 
・ Differential  equation

・ Influence diagramming 
・ AHP 
・ Decision/Risk analysis 
・ Influence diagram 
・ Quadratic programming 
・ Peason distribution 
・ HyperCard and Excel 
・ Multifactor method 

概念的  
（ conceptual）  

・ Fuzzy sets 
・ Neural networks 

独創的  
（ seminal）  

・ Opportunity in bidding 
・ Risk and price relation 
・ Paradigm shift 

・ Interview study 
・ Questionare survey 
・ Review paper 

・ Questionnaire survey 
・ Interview 
・ Experiment 
・ Documents 
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表－３－３ 分析的（Analytical）と経験的（Empirical）方法による論文一覧  
出典：  S.   Laryea   and  W.  Hughes,   “How   contractors   price   risk   in   bids:   theory   and   practice”,   CME,  

Vol.26,  July‐September  2008,  pp.911 ‐924 より（邦題：コントラクターは入札におけるリスクを

どう価格に反映させるのか：理論と実践）  
 

①分析的アプローチ論文 

 
（次頁へ続く）  
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②経験的スタディ論文 
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（注）以下のレファレンスは前ページまでの Appendix 1, 2 の引用文献を含むリスト

（全てではない）である。  
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